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１ 論文提出者   大塚 悠里 
 
２ 論文題名     
「エネルギーに立脚した減衰による建築物の応答低減に関する研究」 
（STUDY ON RESPONSE REDUCTION OF BUILDINGS BY DAMPING BASED ON ENERGY THEORY） 
 
３ 論文の構成    
 本論文は次の４章で構成されている。 
   第 1章： 序論 
   第 2章： 非定常応答時における弾性系の応答低減係数の評価 
   第 3章： エネルギー効率を考慮した等価減衰定数の評価 
   第 4章： 結論 
 
４ 論文の概要 
 本論文は，建築物の耐震応答を評価する上で，有用な係数の一つである減衰による応答
低減係数に関して，エネルギーの観点から理論的な検討を行い，導出した評価式などの研
究成果を取りまとめたものである。 
 地震時における建築物のエネルギー吸収は応答を抑制するために必要不可欠であり，ま
た，その応答低減効果を適切に評価することが耐震設計上，極めて重要であることから，
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エネルギー吸収に伴う応答低減に関する研究が多くの研究者により行われてきた。特に，
応答の簡易評価を可能とする減衰による応答低減係数は，建築物の耐震性能を簡易に予測
することができる有用な係数であり，その定量的な評価について多くの検討がなされてき
た。また，それらの既往の評価式は，限界耐力計算など多くの耐震規・基準に採用される
と共に，構造特性の検証などの研究にも用いられている。しかしながら，既往の応答低減
係数の評価式は，統計的な処理により求められた回帰式であり，入力地震動や建物の復元
力特性によっては，提案式と解析値との整合性に大きなばらつきがみられる。このため，
著者等は既往の研究において，従来，試みられていなかった最大応答時の１サイクル分の
応答に着目し，減衰による応答低減係数について検討を行っている。具体的には，地震時
における弾性系の建物への入力エネルギーと建物が吸収するエネルギーの釣合の関係よ
り，内部減衰による吸収エネルギーと弾性歪エネルギーの増分を関数とした理論的な応答
低減係数の基本式を導出している。ここで，弾性歪エネルギーの増分は最大応答と 1サイ
クル直前のピーク値の比率（突出比）を用いれば容易に表しうる。一方，減衰による吸収
エネルギーは，最大応答直前のピーク値における定常ループのエネルギーに非定常応答を
反映する修正係数を乗じて表す必要があるが，告示波を用いた応答解析結果より，その値
は突出比で近似できることを明らかにしている。以上より，非定常応答時における弾性系
の減衰による応答低減係数の略算解を，突出比を用いた簡潔な式で提案している。この
他，定常応答時における弾性系の応答低減係数についても，エネルギーの釣合に基づいた
理論式を提示している。一方，非定常応答時における弾塑性系の応答を簡易に推定する方
法として，弾塑性系の応答を等価剛性と等価減衰定数に換算して評価する等価線形化法が
挙げられるが，その精度について系統的に論じたものは少ない。そこで，著者等は既に，
弾塑性一質点系に所定の入力にて定常ループを励起しうるスイープ波（定常ループを与え
るスイープ波）を作成し，種々の復元力特性を有する弾塑性一質点系の応答解析結果か
ら，弾塑性系の履歴による吸収エネルギーのエネルギー効率を踏まえ，弾塑性系の履歴に
よる等価減衰定数を弾性系の内部減衰による減衰定数で表しうる，復元力特性に応じた等
価減衰定数の補正係数も提示している。 
 しかしながら，先の非定常応答時における弾性系の応答低減係数の略算解は応答解析結
果の下限値を描き，減衰定数が増大するにつれて応答解析結果の平均値との差異が大きく
なる傾向を示している。また，減衰定数が同じであっても，建物周期によって応答低減係
数の値が異なる結果を示している。一方，復元力特性による等価減衰定数の補正係数につ
いても，限られた応答計算結果に基づく例示的な値であり，理論的かつ系統的な検討がな
されていないなど，上記の応答低減係数の略算解と等価減衰定数の補正係数には多くの検
討課題が存在している。 
 このため，本論文では上記の課題を解決した，より精度の良い応答低減係数を理論に基
づいた評価式として提案している。まず，非定常応答時における弾性系の応答低減係数に
ついては，応答の非対称性を加味した応答に有効な吸収エネルギーの修正係数と減衰によ
る周期の変動を加味した応答低減係数の補正係数を理論に基づき誘導し，これらの係数を
導入した応答低減係数の修正式を提案している。一方，復元力特性に応じた等価減衰定数
の補正係数については，定常ループを与えるスイープ波を用いた種々の復元力特性を有す
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る弾塑性系の応答解析結果から，弾塑性系の履歴による吸収エネルギーと弾性系の内部減
衰による吸収エネルギーの応答に及ぼすエネルギー効率が，弾塑性系と弾性系の履歴面積
が等価な場合では一定の相関性を示すものの，復元力特性によっては有意な差異が生じる
ことを示している。また，この復元力特性による差異が履歴による等価な減衰力の形状と
密接に関係することを明らかにしている。最終的には，弾塑性系の履歴による吸収エネル
ギーを弾性系の内部減衰による吸収エネルギーとエネルギー効率的に等価な減衰定数で評
価するための復元力特性に応じた等価減衰定数の補正係数を評価式として提示している。
また，非定常応答時における弾性系の応答低減係数に復元力特性に応じたこの補正係数を
導入し，非定常応答時における弾塑性系の応答低減係数の基本式を示している。 
 以下，本論文の構成に従い，各章の概要について述べる。 
 第 1章「序論」では，本論文の背景として，減衰による応答低減係数に関する既往の研
究を紹介すると共にその課題を摘出し，それに基づき本論文の目的について述べている。
また，代表的な既往の研究について，その概要をまとめると共に，本論文の基本となる既
往の研究について述べている。 
 第 2章「非定常応答時における弾性系の応答低減係数の評価」では，既往の非定常応答
時における弾性系の応答低減係数の検討課題を示し，その課題を解決しうる応答に有効な
非対称性を加味した吸収エネルギーの修正係数を減衰定数と歪エネルギーの関係から明ら
かにすると共に，減衰による周期の変動を加味した応答低減係数の補正係数を誘導してい
る。また，これらの係数を用いた応答低減係数の修正式と告示波及び実地震動を用いた応
答解析結果より，簡便に算定しうる応答低減係数の簡易式を提示している。さらに，提示
した応答低減係数の修正式及び簡易式と応答解析結果の比較を行い，その整合性を示して
いる。 
 第 3章「エネルギー効率を考慮した等価減衰定数の評価」では，既往の定常応答時にお
ける等価減衰定数の補正係数の検討課題を示している。一方，定常応答時における応答解
析結果より，弾塑性系の履歴による等価減衰定数と弾性系の内部減衰による減衰定数が同
じであっても，弾性系と弾塑性系の吸収エネルギーに有意な差異が見られたことから，鉄
骨造や鉄筋コンクリート造を想定した復元力特性に定常ループを与えるスイープ波を用い
た系統的な応答解析を行っている。それらの結果を基に，弾塑性系の履歴による吸収エネ
ルギーを弾性系の内部減衰による吸収エネルギーとエネルギー効率的に等価な減衰定数で
評価するための等価減衰定数の補正係数の評価式を，塑性率の関数として復元力特性ごと
に提示している。最後に，誘導した等価減衰定数の補正係数の評価式と応答解析結果の比
較を行い，その整合性を示している。 
 第 4章「結論」では，本論文で得られた知見を総括すると共に，今後の課題について述
べている。 
 
５ 論文の特質 
 本論文は，著者等が既に発表している減衰による応答低減係数の理論式に有意な修正を
加え，精度の良い合理的な評価式を導出している。具体的には，非定常応答による応答の
非対称性を加味した理論的な吸収エネルギーの修正係数を導入すると共に，減衰による周
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期の変動を加味した応答低減係数の補正係数を導入し，建物周期と応答周期の差異による
応答低減係数への影響を除去している。また，復元力特性による等価減衰定数の補正係数
に関して，エネルギー効率の観点から理論的かつ系統的な検討を行い，弾塑性系の応答を
弾性系の減衰定数で表しうるエネルギー効率を考慮した等価減衰定数の補正係数の評価式
を復元力特性ごとに提示している。 
 
６ 論文の評価 
 著者等が既に提示している応答低減係数の提案式は，理論的かつ系統的に導出された初
めての評価式であり，その意義は高いが，本論文はその改良を理論的かつ緻密に推し進め
たものであり，学術的に意義は極めて高い。また，本論文で初めて導入された応答に及ぼ
すエネルギー効率は弾塑性系の応答を理論的かつ簡明に表す手法であり，実用的な研究成
果としても高く評価できる。結果として，提示された応答低減係数は地震応答解析結果と
極めて良好な相関関係を有し，工学的な意義も極めて高い。 
 
７ 論文の判定 
本学位請求論文は，理工学研究科において必要な研究指導を受けたうえ提出されたもの
であり，本学学位規程の手続きに従い，審査委員全員による所定の審査及び最終試験に合
格したので，博士（工学）の学位を授与するに値するものと判定する。 
以 上 
